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はじめに 

 

 「消費者基本計画（平成 17 年４月８日に閣議決定）」では、「国民生活センター及び

消費生活センターにおける消費者問題講座修了者が学校や社会教育施設等で専門家と

して消費者教育を実施できるよう、その育成プログラムを策定する。」という事項が重

点施策として明記されている。その育成プログラムについては、平成 19 年度請負調査

「消費者教育の総合的推進方策に関する調査研究」において策定作業を実施し、一定

の結論が得られたところである。 

 本事業では、その育成プログラムを用いて講師育成講座を企画・実施し、講師の育

成を図るものである。また、講座を実施するとともに、育成プログラムについて、問

題点、改良点はないか検証作業を併せて行うため、受講者を対象としたアンケート、

実施自治体及び講師へのヒアリング、全国の都道府県・政令指定都市を対象としたア

ンケートを実施した。 

 今後、消費者教育の推進にあたり、本書を活用いただければ幸いである。最後に、

本講座の実施及び報告書の作成にあたり、ご協力いただいた全ての関係者の方々に心

より御礼申し上げる。 
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